
手引きの内容を確認してから、補助事業を開始してください。

補助事業の実施 →１ページ参照

交付決定通知書を確認し、補助事業の完了期限日までに補助事業（発注・納品・支払）を

行ってください。

条件書・誓約書が同封されている場合は、内容をよく確認してください。

賃上げの実施 　

指定した賃上げ対象従業員の賃金を時給換算額で30円以上引き上げ、

補助事業完了日までに引上げ後の賃金を支払います。

変更承認申請書の提出、承認 →３～４ページ参照

事業内容、経費配分に変更が生じた場合は、補助事業を開始する前に変更承認申請を

行い、承認を受ける必要があります。

所在地、事業者（代表者）名、賃上げ対象従業員に変更が生じた場合も変更承認申請が

必要です。

実績報告書の提出【郵送必着】 →４～９ページ参照

補助事業が完了した日から１０日以内または各申請回の実績報告の提出期限日までに

いずれか早い日までに、４ページ「３（３）提出書類」をすべて事務局に提出してください。

補助金の請求（精算払請求）

送付された精算払請求書に必要事項を記入・押印し、補助金の受取口座が確認できる

通帳等のコピーを添付して、額の確定通知書に記載した期日までに事務局に提出して

ください。

※提出された実績報告書一式の審査後、事務局から「補助金の額の確定通知書（様式

第１２号）」、「精算払い請求書（様式第１３号）」を送付します。

補助金の支払い

請求書が事務局に到着後、概ね２週間程度を目安に、指定された受取口座に補助金を

振り込みます。記帳等により振込確認をお願いします。

【補助事業実施期間】

交付決定日

補助事業の

完了期限日まで

【実績報告提出期限】

補助事業の完了日

から１０日以内

または

実績報告の最終

提出期限日まで

【請求期限】

額の確定通知書

記載の期日まで

【振込日】

事務局到着後

２週間程度

【提出先・問い合わせ先】

〒812-0046 福岡市博多区吉塚本町９番１５号福岡県中小企業振興センタービル６階

公益財団法人福岡県中小企業振興センター 補助金事務局宛

ＴＥＬ：０９２－６１２－５００３ （平日８時３０分～１７時１５分）

メールアドレス：hojokin1@joho-fukuoka.or.jp

※メールでのお問い合わせの場合は、お名前・電話番号もお知らせください。

※メールでのお問い合わせの場合、回答に時間を要する可能性がありますのでご了承ください。

申請回 補助事業の完了期限日 実績報告の最終提出期限日【郵送必着】

第１回 令和８年８月２４日（月） 令和８年９月２日（水）

第２回 令和８年９月１８日（金） 令和８年１０月２日（金）

第３回 令和８年１０月１３日（火） 令和８年１０月２２日（木）

第４回 令和８年１１月４日（水） 令和８年１１月１３日（金）

第５回 令和８年１２月１日（火） 令和８年１２月１０日（木）

～
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１ 補助事業開始前の注意事項 
 

（１） 交付決定について 

・交付決定とは、申請内容を審査し補助対象とすることを決定したものです。補助事業完了後の最

終的な補助金交付額を決定・保証するものではありません。 

・最終的な補助金交付額は、補助事業者の皆さんが事業実施後に提出する実績報告書及び必要証拠

書類等に基づき、交付申請の内容のとおり補助事業を実施したかどうか審査を行い、補助金の額

を確定します。審査の結果、最終的な補助金交付額が交付決定額から変更（減額）となる場合が

あります。 

・交付決定通知書には①～③が同封されている場合があります。同封されている場合は、内容を必

ず確認してください。 

① 条件書 

交付決定にあたり、補助金交付要綱第９条に基づき付した条件が記載されています。内容を

必ず確認し、条件に適合した補助事業を実施してください。 

なお、実績報告審査の結果、条件に適合していない場合は交付決定取消となる場合がありま

す。 

② 誓約書 

誓約書の提出が交付決定にあたり付された条件である場合、誓約書が同封されています。 

内容を確認し、必要事項を記入の上、速やかに返送してください。 

③ 事業計画書の写し（様式第１号の２） 

補助金の交付決定額が申請額から変更となった場合、審査結果を朱書きした交付申請書の写

しが添付されている場合があります。内容・金額を必ず確認してください。 

 

（２） 補助事業の実施期間 

・補助事業は、交付決定通知書に記載のある「補助事業完了期限日」までに、発注(契約)から納

品・支払までを必ず完了してください。 

・補助対象期間の開始日は「交付決定日」、補助対象期間の終了日は「補助事業が完了した日」にな

ります。  

・補助事業が完了したときは、完了した日から１０日以内、又は交付要綱に定める「実績報告の最

終提出期限日」のいずれか早い期日までに実績報告を行ってください。  

・交付決定日より前に発注した場合や、補助事業完了期限日以降に納品や支払いを行った場合は、

補助対象期間外に補助事業を実施したとして補助対象外となります。 

・また、補助事業の完了日までに、指定した賃上げ対象従業員の賃金を時給換算額で３０円以上引

き上げ、引上げ後の賃金の支払いを完了してください。 

 

 

補助対象期間外 補助対象期間

NG ★

発注日

★

支払日

補助対象期間外

NG★

発注日

★（★）

(納品日)  

★

納品日

OK

※納品と支払いは補助対象期間中で

あれば前後しても問題ありません。

補
助
事
業

賃
上
げ

★

賃上げ

★

賃金支払

NG★

賃金支払

交
付
決
定
日

補
助
事
業
の

完
了
期
限
日

支払日又は
納品日
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（３） 書類の管理 

・交付決定通知書をはじめ、本補助金にかかるすべての書類は紛失しないように管理が必要です。 

・なお、補助事業者は補助金に係る経理についての証拠書類を、補助事業が完了した日の属する会

計年度の終了後５年間保存しなければなりません。 

 

 

２ 補助事業実施中の注意事項 
 

（１） 補助事業の実施 

・補助事業は原則、交付決定時の事業計画書に沿って実施する必要があります。事業計画書の内

容と異なる事業を実施していた場合は、補助金を補助事業以外の用途に使用したものとして交

付決定取消となりますのでご注意ください。 

  ・事業実施の必要上、やむを得ず補助事業の内容等に変更が生じる場合は、事前に「補助事業の

内容（経費）変更承認申請書（様式第６号）」を事務局に提出し、計画変更の承認を受ける必

要があります。→「（４）計画の変更等」を確認してください。 

 

（２） 経費の支払方法 

・補助対象経費の支払い方法は補助事業者名義の銀行口座からの直接の銀行振込に限ります。 

・ただし、ＥＣサイトで購入した場合で、かつ、銀行振込の取扱いがない場合に限り、コンビニ

決済（払込）が可能です。 

（コンビニ支払いのうち、セブンイレブンでは振込番号の確認ができないため、セブンイレブ

ン以外のコンビニでのご利用をお願いします。） 

・現金、クレジット、デビットカード、電子マネー、代引き、立替払いは認められません。 

・法人の場合、法人名義の銀行口座から直接振り込んでください。役員、従業員、その他個人名

義の口座から振込を行った場合、立替払いとなるため認められません。 

・個人の場合、事業用として管理している補助事業者名義の口座から直接振り込んでください。 

 

（３） 実績報告書類の事前確認 

・補助事業の実施前に、実績報告時に提出が必要な証拠書類を事前に、４ページ「実績報告書の提

出」で確認してください。証拠書類の中には、時間が経過すると入手が難しくなる書類や写真等

がありますので、ご注意ください。 

・実績報告時に必要な書類の提出がなかった場合、補助対象外となることがありますのでご注意く

ださい。 

 

【事後の入手が難しい書類等の例】 

配送確認書類 配送業者による配送 ・追跡番号等がわかるように、配達伝票の写

真を撮影してください。 

・各配送業者の追跡システムから配達完了の

画面を印刷してください。 

追跡システムは、一定期間を経過すると確

認できなくなる場合があります。 

支払い証ひょう インターネットバンキング

での振込 

・振込詳細や入出金明細の画面を印刷してく

ださい。一定期間を経過すると確認できな

くなる場合があります。 

成果物の確認できる

もの 

チラシ等 ・納品されたチラシ等を配布する前に、数

量・内容が確認できる写真を撮影してくだ

さい。 
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成果物の確認できる

もの 

ネット広告等 ・補助対象期間中にネット広告等を実施した

ことわかる広告画面の提出が必要です。 

成果物の確認できる

もの 

工事、設備機器の設置の場

合 

・工事前・工事中・工事後 （設置前・設置

中・設置後）ごとの写真を提出する必要が

あります。工事前・工事中の写真は後で取

り直すことができませんので、写真の撮り

忘れに注意してください。 

▶工事（設置）前写真 

…交付決定時点の直近の写真（交付決定

～着工日までの間のものが望ましい） 

▶工事（設置）中写真 

…壁の中など後で撮ることができないも

のは必ず工事中に撮影してください。 

・請求書の項目と紐づけして確認ができる写

真の提出が必要です。 

 

（４） 補助事業内容等の変更 

 ・事業実施の必要上、やむを得ず補助事業の内容、保管場所、経費の配分、賃上げ対象従業員に変

更が生じる場合は、事前に「補助事業の内容（経費）変更承認申請書（様式第６号）」を事務局

に提出し、計画変更の承認を受ける必要があります。 

・特に、事業内容又は経費配分の変更の場合は、補助事業実施前（発注・契約前）に承認を受ける

必要があります。変更承認を受けた日以降に変更内容の実施（発注・納品・支払い）が可能とな

ります。 

・変更内容によっては承認を受けれない場合がありますので、事前に事務局に相談してください 

・事業者の自己判断、事業者の都合で補助事業の内容を変更した場合は、交付決定の取消となる場

合があります。 

 ・補助事業の変更が経営革新計画の内容を大きく変えるものである場合は、先に経営革新計画の変

更申請を行い、県から変更の承認を受けたうえで、補助事業の変更手続を行う必要があります。 

 

 【変更承認申請が必要な場合】 

 変更の内容 添付書類 注意事項 

１ 補助事業者の概要 

（例）所在地、事業者名、 

代表者名の変更等 

登記簿謄本又は名刺

等、変更内容が確認

できるもの 

― 

２ 補助事業内容の変更 見積書等 ・変更承認を受けた日以降に変更内容の実

施（発注・納品・支払い）が可能となり

ます。承認まで日数を要しますので早め

に申請してください。 

３ 補助事業実施場所の変更 

（例）納品場所等の変更 

― ― 

４ 賃上げ対象従業員の変更 

 

賃金算出表（様式第

６号の２）、賃金台

帳 

・申請時に指定した対象従業員の退職、病

気による休職等の場合のみ、対象従業員

を変更することが可能です。 
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５ 補助金交付申請額の経費区

分ごとに配分された額の変

更 

 

見積書等 ・変更承認を受けた日以降に変更内容の実

施（発注・納品・支払い）が可能となり

ます。承認まで日数を要しますので早め

に申請してください。 

・様式第６号の「５事業の経費」欄は、交

付決定を受けたものをすべて（変更ない

ものも含む）を記載してください。 

 

（５） 補助事業の中止（廃止） 

・諸事情により補助事業を中止又は廃止せざるを得ない場合、速やかに事務局に「補助事業中止

（廃止）承認申請書（様式第８号）」を提出してください。 

・申請時に指定した賃上げ対象従業員の退職等により、新たに賃上げ対象従業員として指定する従

業員がいない場合は、本補助金の補助対象者の要件を満たしませんので、「事業中止（廃止）承認

申請書（様式第８号）」を提出してください。 

 

 

３ 実績報告書の提出について 
 

（１） 提出期限 

・補助事業が完了した日から１０日以内又は各申請回の最終提出期限のいずれか早い日までに郵送

にて提出してください。（郵送必着） 

 

申請回 補助事業の完了期限日 
実績報告の最終提出期限日 

【郵送必着】 

第１回 令和８年８月２４日（月） 令和８年９月２日（水） 

第２回 令和８年９月１８日（金） 令和８年１０月２日（金） 

第３回 令和８年１０月１３日（火） 令和８年１０月２２日（木） 

第４回 令和８年１１月４日（水） 令和８年１１月１３日（金） 

第５回 令和８年１２月１日（火） 令和８年１２月１０日（木） 

 

 【注意事項】 

※審査は提出された書類を元に行います。 

※審査にあたり、現地調査を実施する場合があります。 

※期日までに必要書類の提出がない場合、実績額の減額や交付決定取消となる場合があります。 

※審査終了後の書類の差替えは認められません。書類に間違いがないか提出前に必ず確認して提

出してください。 

 

（２） 提出方法 

・用紙サイズは、原則としてＡ４サイズで統一してください。 

・ホッチキス止めは不可です。 

・必要証拠書類は、補助対象経費区分ごとに提出書類を揃えて、コピーを提出してください。原本

は事業者にて保管してください。 

・必要証拠書類は、混入や紛失防止のため、様式第11号の３「経費の内訳書」の証ひょう番号を、

すべての提出資料の右肩に記入してください。 

・写真や画像を提出する際は、必ずＡ４サイズの用紙にカラー印刷し、何の写真等かわかるよう注

釈をつけて提出してください。Ｌ判等の写真サイズ（現像やプリントのサイズ）での提出や、用

紙に直接貼り付けた状態での提出はできません。 
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（３） 提出書類 

・実績報告書の様式は、公益財団法人福岡県中小企業振興センターホームページ「福岡県中小企業

経営革新・賃上げ緊急支援補助金」の「４．提出書類」からダウンロードできます。 

・下記提出書類①～⑧を提出してください。 

・実績報告の審査にあたり、追加書類の提出をお願いする場合があります。 

  

 

 

ホーム＞支援メニュー＞福岡県中小企業経営革新・賃上げ緊急支援補助金 

＞提出書類＞実績報告時 

  

【URL】https://www.joho-fukuoka.or.jp/chinage/index.html 

  

 

 

 

【提出書類】 

 資料名称 主な記載内容、注意事項 

① 提出前の確認チェックシート ・提出前に内容を確認し、すべてチェックしてから提出してく

ださい。 

② 実績報告書 

（様式第 11号） 

・本様式は自署又は記名押印し、必ず原本を提出してくださ

い。 

・法人＝法人印、個人事業主＝事業主印を押印してください。

シャチハタ、電子印は不可です。 

③ 事業収支報告書 

（様式第 11号の２） 

・「２ 支出（１）総括表」の「内容（品目）」欄は、交付決

定時（様式第１号の２）と同じ順番に記入してください。 

・「計画額」欄は交付決定を受けた額を記入してください。

（交付申請額ではありません。） 

・未実施の項目がある場合は、実績額に「０円」と記入してく

ださい。 

④ 経費支出明細書 

（様式第 11号の３） 

・「入手日（納品日）」は、納品日又は作業完了日等を記入し

てください。 

⑤ 賃金算出表 

（様式第11号の４） 

・報告月は「補助事業完了日」の直近で賃金支払を行った月に

なります。 

⑥ 賃金台帳の写し ・労働基準法施行規則第54条に基づく賃上げ対象従業員の賃金

報告月の賃金台帳の写しを添付してください。 

⑦ 補助対象経費区分ごとの必要

証拠書類 

・６～７ページの「（４）補助対象経費区分ごとの必要証拠書

類」を参照して、補助対象経費区分ごとの必要証拠書類を提

出してください。 

⑧ 成果物が確認できる資料 ・７～８ページの「（５）成果物が確認できる資料」を参照し

て、補助対象経費区分ごとの成果物が確認できる書類を提出

してください。 
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（４） 補助対象経費区分ごとの必要証拠書類（⑦） 

ア 仕様書 メーカー等が作成した、システムが備える機能や性能が記載された箇

所のカタログコピー等 

（補助事業者が作成するものではありません） 

イ 見積書 項目ごとに単価、数量が書かれているもの（一式表記は不可） 

・宛名は「補助事業者名」としてください。（すべての帳票に共通） 

ウ 発注書（注文書） 

 

※店頭購入時は不要 

ａ 発注日がわかるもので、宛名（購入先名）・注文者の住所・代表

者氏名・印鑑押印・購入品名・数量・金額を記入したもの 

ｂ 補助事業者が発行するもの （インターネット上のテンプレート

などを活用して提出してください。） 

上記ａの記載

内容を満たせ

ば代用可 

・契約書（工事請負契約書等） 

・注文請書 

・インターネット購入の場合の注文履歴画面 

・メール発注の場合のメール履歴画面 

・所定の申込書式等がある場合の所定書式の申込書 

エ 納品書 ａ 納品日がわかるもので、納品物件、数量等を記載したもの 

ｂ 工事の場合は、作業完了日が分かるもの 

上記ａの記載

内容を満たせ

ば代用可 

・ネットの配達完了連絡メール 

・工事完了届（工事内容の部位、数量等記載されて

いること） 

・完了報告書（調査等は実施日時、回数、調査内容

等がわかること） 

オ 配送確認書類 

 

 

※業者が直接納品す

る場合は不要 

配送業者の配送伝票のコピーおよび追跡調査票のコピー 

・伝票番号で荷物の特定ができるものの提出が必要です。 

（例①）「荷物に貼られた伝票のコピー」と「配達完了日が記載され

た追跡調査票のコピー」 

（例②）「追跡番号が記載されたメールのコピー」と「配達完了日が

記載された追跡調査票のコピー」 

カ 請求書 請求金額および振込先口座情報がわかるもので、宛先（補助事業者

名）、請求日、請求内容、単価、数量、支払方法が記入されたもの

（一式表記不可） 

・請求書にて詳細内訳が記載できない場合は、別途内訳のわかるもの

を添付してください。 

上記の記載内

容を満たせば

代用可 

・ネット注文の場合の支払先からの支払案内メール 

キ 支払い証ひょう ・振込先及び振込元の両方（キー①およびキー②）の支払い証ひょう

の提出が必要です。 

キ－① 

【振込先】 

振込控え 

・振込先の口座情報、振込日、振込金額、振込手数料が分かり、請求

書等と合致していること。 

・複数の振込先をまとめて処理している場合、その内訳が分かる明細

も必要です。 
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振込方法 提出資料 

金融機関等の窓口 金融機関の取扱日付、領収印のある受領票控

えのコピー 

ＡＴＭ 振込完了時にＡＴＭから発行される利用明細

のコピー 

インターネットバ

ンキング 

振込取引状況照会等にて、該当部分の画面を

印刷したもの 

※振込完了の確認のため「振込指定日」以降

に出力してください。 

コンビニ コンビニが発行する領収書および払込用番号

が確認できる書類のコピー 
 
・控えが紛失等で提出できない場合は、補助対象期間中の支払い完了

が確認できないため補助対象外となります。 

 

キ－② 

【振込元】 

 

通帳コピーや入出金明細等 

・振込元となる補助事業者名義又は法人名義の口座情報、振込日、振

込金額、振込手数料がわかること 

・該当でない項目や金額は黒消しで構いません。 
 

振込方法 提出資料 

金融機関等の窓口 通帳表紙と該当ページのコピー 

ＡＴＭ 通帳表紙と該当ページのコピー 

インターネットバ

ンキング 

取引明細・入出金明細等を印刷したもの 

 
・次の場合は追加書類の提出が必要となります。 

 ▶ 総合振込等の控えから振込先・振込金額が確認できない場合 

 ▶ 振込控と請求書の内容が合致しない場合 等 

 

 

（５） 成果物が確認できる資料（⑧） 

設備機器導入費 ・補助事業の実施場所に設置、据付けたことがわかる写真 

・設置作業費、据付費が含まれる場合は、設置前・設置中・設置後の写真 

・導入品が複数ある場合は、導入品全てが写った写真と、導入品それぞれがわ

かる写真（８ページ（７）参照） 

・車両はナンバープレートが確認できる写真と事業者名義の確認のため自動車

検査記録事項の写し 

・設備機器（車両含む）には全てシールを貼ること。（８ページ（６）参照） 

システム構築費 ・システム構築は、内容のわかるＷＥＢ画面のコピー 

・ソフト購入は、ソフトパッケージ写真とソフトの内容が確認できる画面の写

真 

工事費 ・工事範囲や内容がわかる図面（詳細は８～10ページ参照） 

 ▶ 改修工事等…平面図 

 ▶ 設備工事…配線図、配管図 

・工事前・工事中・工事後の写真（工事部分が全て確認できること） 

・請求書の項目、図面、写真に番号を振って紐づけし、工事個所がわかるよう

にすること 
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外注費 ・外注した内容が確認できる資料（制作物写真、検査証明書等） 

広告宣伝費 チラシ・パンフレット

等作成 

原本１部と配布先・配布日・配布部数が確認できる配

布リスト 

ホームページ等作成 サイト構成表、作成したＷＥＢサイトのＵＲＬおよび

ＷＥＢ画面コピー 

メディアへの広告掲載 広告掲載のページまたはデータ（発行日や発行月がわ

かること） 

インターネット広告・

ＳＮＳ広告 

掲載日がわかる広告ページや閲覧数がわかるもの 

展示会への出展 階催時の写真または開催案内等 

掲示物（看板等）作成 掲示内容が確認できる写真と、設置前後の写真 

 

（６） 導入品へのシールの貼付について 

 ・本補助金にて導入した機器等には、本補助金を活用して購入したことがわかるよう固定した表示

が必要です。導入品には「経営革新補助金による購入物件」と記載したシールを必ず貼付してく

ださい。 

・シールは機器等を使用している間、ずっと貼り続けていただくものです。使用時に邪魔にならな 

いところに、シール又はテープ等ではがれないように全面をしっかり貼り付けてください。 

 ・シールの貼り方に不備がある場合や、写真の不鮮明や不足で確認ができない場合、補助金の対象

外経費とみなし、交付決定の取消の対象となることがあります。 

・購入品が複数ある場合は、全ての購入品に「番号を振ったシール」を貼り付けてください。 

  （例）「経営革新補助金による購入物件①」、「経営革新補助金による購入物件②」等 

 

   

 

 

 

（７） 成果物の写真について 

・「補助対象経費区分ごとの必要証拠書類」を確認し、必要な写真を撮影します。 

・提出する際は、必ずＡ４サイズの用紙にカラー印刷して提出してください。Ｌ判等の写真サイズ

（現像やプリントのサイズ）での提出や、用紙に直接のりで貼り付けた状態での提出はできませ

ん。 

 

【写真の撮影方法】 

導入品が１つの場合 ・「全体が写った写真（補助事業の実施場所にて）」と「シール（文字）

の拡大写真」の２枚を提出してください。 

 

 
 

 全体が写った写真 シール（文字）拡大写真

経営革新補助金による購入物件

シールに記載する内容 ⇒   経営革新補助金による購入物件 
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導入品が複数の場合 ・「導入品全てが写った写真（補助事業の実施場所にて）」と「導入品そ

れぞれに貼った番号付きのシールがわかる写真」を提出してください。 

 

 
 

「工事費」及び「設

備機器導入費（設置

工事）」の場合 

・申請内容に基づき、見積書等に記載された項目ごとの工事内容がわかる

写真を提出してください。 

・工事の範囲が広い場合は「全景写真」と個別の「近景写真」を提出して

ください。 

・必要に応じて、写真には撮影の位置や撮影箇所のコメントなどを加え、

わかるようにしてください。 

・工事前・工事中・工事後が比較できるよう、工事個所ごとに同じ角度か

ら写したものを提出してください。（詳細は10ページ参照） 

 

 

 

 

 

 

  

購入した全個数が確認できる写真 シール（文字）拡大写真（番号付き）

経営革新補助金による購入物件④
経営革新補助金による購入物件③

経営革新補助金による購入物件②経営革新補助金による購入物件①
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※「工事費」及び「設備機器導入費（設置工事）」の場合の写真等の提出方法 

  

① 〇〇庫

② 解体工事

③ 設置工事

数量

１

① 〇〇機

設置予定場所

全景写真

工事前

① 〇〇機

設置予定場所

近景写真

① 〇〇機

設置予定場所

全景写真-2

① 〇〇機

設置予定場所

近景写真-2

工事中

② 解体工事

設置予定場所

全景写真

② 解体工事

設置予定場所

近景写真

③ 設置工事

設置予定場所

全景写真

③ 設置工事

設置予定場所

近景写真

工事後

① 〇〇機

設置予定場所

全景写真

① 〇〇機

設置予定場所

近景写真

① 〇〇機

設置予定場所

全景写真-2

① 〇〇機

設置予定場所

近景写真-2

※写真の枚数は何枚になっても構いません。

工事箇所・工事内容がわかるように提出してください。

◎交付決定時点の直近の写真

（交付決定～着工日までの間のもの

が望ましい）

【写 真】

【図 面】

◎壁の中など後で撮ることができない

ものは請求書の項目と紐づけして

確認ができる写真の提出が必要

出入口

出入口

お手洗い

工事前

② ○○撤去

出入口

① ○○庫 設置

③ ○○設置

出入口

お手洗い

③ ○○設置

工事後

請求書の項目、図面、写真に

それぞれ番号を振って

紐づけしてください

【請求書】
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４ Ｑ＆Ａ 

 

Ａ１ 割引やポイント利用での購入は可能ですが、その分は補助対象経費から減額になります。 

 

 

 

Ａ２ 補助金の対象になりません。 

また、相手方負担の場合は、補助事業に要する経費の値引きと判断し、補助対象経費から 

減額となります。 

 

 

 

Ａ３ クレジットカードでの支払いは補助の対象となりません。必ず、銀行での振り込みを行って

ください。（補助事業者名義の銀行口座からの直接振込に限ります。） 

なお、ＥＣサイトで購入した場合で、かつ、銀行振込ができない場合のみ、コンビニ決済が

可能です。 

 

 

 

Ａ４ 現金払いはできません。必ず、銀行での振り込みを行ってください。（補助事業者名義の銀

行口座からの直接振込に限ります。） 

 

 

Ａ５ 領収証での代用はできません。 

振込明細書が必要ですので、銀行で再発行などのご相談をしてください。 

振込明細書等の提出ができない場合は、補助対象期間中の支払完了が確認できないため、補

助対象外となります。 

 

 

 

 

Ａ７ 同じ商品であれば、問題ありません。 

ただし、購入先の変更により購入金額が増加する場合であっても、補助金額は交付決定額が

上限となります。 

 

 

Ｑ１ 支払いの際に割引やポイントを利用できますか？ 

Ｑ２ 振込手数料は補助金の対象になりますか？ 

Ｑ３ クレジットカードを使用してもよいですか？ 

Ｑ４ 店舗購入のとき、現金払いしていいですか？ 

Ｑ５ 銀行振込をしましたが、振込明細書を紛失しました。購入先に発行してもらった領収書で

代用できますか？ 

Ｑ７ 物品の購入先が変更になってもいいですか？ 
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Ａ６ メーカー名、品番が交付決定時と異なる設備機器を購入する場合、変更承認申請書（様式第

６号）と新しい見積書を、発注前に提出し、事務局の承認を受けなければなりません。 

また、交付決定を受けたものと同等品又は後継機種でなければならず、変更交付申請額は交

付決定額が上限となります。 

変更承認を受けた日以降に発注が可能となり、承認まで日数を要しますので、早めに事務局

に相談してください。 

 

 

 

Ａ８ 補助事業者や取引先の都合による延長はできません。 

自然災害の影響等により、補助事業を補助対象期間内に完了することができないと見込まれ

るとき、又は遂行が困難になった時は、速やかに、事務局に連絡し、指示を受けてください。 

 

 

 

Ａ９ 見積書・発注書・請求書・納品書に変わるものとして、次の書類を提出してください。 

・見積書…インターネット上の商品画面（金額も明示）を印刷し提出してください。 

・発注書・請求書…購入履歴等のメールの画面を印刷し、提出してください。 

・納品日…配送番号が書かれたメールのコピーと追跡調査票（追跡調査票がないときは配達

日の入った配達完了メールのコピー）を提出してください。 

 

Ｑ６ 交付決定後、いざ購入しようとしたら、購入予定の設備機器が在庫切れのため購入できな

くなりました。別のメーカーの設備機器を導入したいのですが、どうしたらいいですか？ 

Ｑ８ 事業期間を延長することはできますか？ 

Ｑ９ インターネットで購入した場合の実績報告書の添付書類を教えてください。 


